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建設発生土の官民有効利用の試行マッチングの実施について 

 

 

 このことについて、平成 30 年４月１日付け建技第５号で試行の実施を通知したところ

でありますが、このたび、国土交通省では「建設発生土の官民有効利用の試行マッチング

実施要領(案)（平成２７年６月）」の内容を見直し、「建設発生土の官民有効利用マッチン

グシステム利用手引(案) （平成３０年７月）」を作成されたことから、下記のとおり実施

内容を改定することとしましたので、貴協会会員に対する周知とともに、試行マッチング

への積極的な参加ならびに情報登録についてご協力願いします。 

 

 

記 

 
 
１ 実施内容 

別添の「建設発生土と建設汚泥処理土の工事間利用調整フロー」を参考とし、   

民間工事との利用調整を図る際には、国土交通省の「建設発生土の官民有効利用  

マッチングシステム利用手引(案)」及び「建設発生土の官民有効利用マッチング運用

マニュアル(案)」に基づき実施するものとする。 
 
２ 適用 
 平成３０年７月１５日 
 
３ その他 
  建設発生土の官民有効利用マッチングシステムホームページより利用手引(案)、 
運用マニュアル(案)、Q&A等がダウンロードできます。 

http://matching.recycle.jacic.or.jp/ 
 
 

（事務担当 建設技術企画課技術指導係） 



1 建設発生土が発生する場合

　Ｎｏ

　Ｎｏ

　Ｎｏ

2 建設汚泥が発生する場合

　Ｎｏ

3 建設発生土および建設汚泥処理土を利用する場合

　Ｎｏ

　Ｎｏ

現場内で再生利用が可能か？
当該工事での再生利用に努める。
（所要の品質を満たす建設汚泥処理土への
改良が可能な場合に限る）

現場内で利用可能か？ 当該工事で利用する。

５０㎞の範囲内にストックヤードがあるか？ ストックヤードへ搬出する。

５０㎞の範囲内に受入可能な「他の建設工事現場
※
」や

「将来土地利用が図られる場所（港湾埋立地等）」があるか？
　　【建設発生土情報交換システム等を利用】

※公共工事と利用調整が図られない場合、建設発生土の官
民有効利用の試行マッチングにより、民間建設工事と調整。

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

購入土（新材）を利用する。

建設発生土もしくは建設汚泥処理土を利用
する。

５０㎞の範囲内に建設発生土または建設汚泥（建設汚泥が発
生する工事現場または当該工事現場において所要の品質を
満たす建設汚泥処理土への改良が可能な場合）を搬出する

他の建設工事
※
があるか？

　　【建設発生土情報交換システム等を利用】

※公共工事と利用調整が図られない場合、建設発生土の官
民有効利用の試行マッチングにより、民間建設工事と調整。

５０㎞の範囲内にストックヤードまたは建設汚泥処理土を製造
する再資源化施設があるか？

ストックヤードの建設発生土（未改良土、改良
土）または再資源化施設で製造された建設汚
泥処理土を利用する。

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

【参考】
H30.4.1適用

Ｙｅｓ

　　【建設発生土情報交換システム等を利用】

①「他の建設工事現場」や「将来土地利用が図られる場所（港湾埋立地等）」へ搬出する。
（当該工事現場または搬出先の工事現場にて所要の品質を満たす建設汚泥処理土への改良が可能な場合に限る）
②他の建設工事にて建設汚泥処理土として再生利用させるため、再資源化施設へ搬出する。
③製品化させる（建設汚泥処理土以外の形で再生利用させる）ため、再資源化施設へ搬出する。
ただし、①、③において５０㎞の範囲内に再資源化施設がない場合、②において再資源化施設を経由した他の建設工事
現場までの運搬距離の合計が５０㎞を越える場合、他の建設工事との受入時期および土質等の調整が困難である場合
には、縮減（脱水等）を行ったうえで最終処分することができる。

①～③のいずれかの方法をとる。

「他の建設工事現場」や将来土地利用が
図られる場所（港湾埋立地等）」へ搬出する。

自由処分とする。

Ｙｅｓ

建設発生土と建設汚泥処理土の工事間利用調整フロー

改定なし
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